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本
稿
は
フ
ラ
ン
ス
が
コ
ル
シ
カ
島
に
導
入

し
た
国
土
連
続
制
（continuité�territoriale

）

（
註
1
）
に
つ
い
て
考
察
す
る
も
の
で
あ
る
が
、

導
入
の
背
景
お
よ
び
そ
の
成
果
、
課
題
な
ど

を
考
察
す
る
に
あ
た
り
、
島
外
船
舶
交
通
な

ら
び
に
地
方
自
治
、
特
に
コ
ル
シ
カ
島
全

体
を
統
括
す
る
「
コ
ル
ス
地
方
公
共
団
体

（Collectivité�T
erritoriale�de�Corse

）」（
註
2
）

の
状
況
も
含
め
て
論
述
す
る
。

国
土
連
続
制
交
付
金
の
背
景

お
よ
び
導
入
期

「
国
土
連
続
制
」
は
、
一
九
七
五
年
四
月
、

コ
ル
シ
カ
島
を
一
県
か
ら
二
県
に
分
割
す
る

（
註
3
）
法
案
が
審
議
さ
れ
る
中
で
、
フ
ラ
ン

ス
政
府
、
当
時
の
シ
ラ
ク
首
相
ら
に
よ
り
構

想
さ
れ
た
（
註
4
）。
同
月
三
〇
日
の
国
会
議

事
録
で
は
、「
経
済
状
況
改
善
の
た
め
に
幾

つ
か
実
施
す
る
一
つ
の
措
置
と
し
て
、『
連

続
制
』
す
な
わ
ち
フ
ラ
ン
ス
国
鉄
と
ま
っ
た

く
同
じ
料
金
体
系
を
フ
ラ
ン
ス
本
土
と
コ
ル
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オート・コルス県の県庁都市バスティアの市街と港（2016年3月）。

シ
カ
島
間
の
船
舶
の
料
金

体
系
に
す
る
」
と
、
述
べ

ら
れ
て
い
る
。

鉄
道
料
金
は
旅
客
、
貨

物
い
ず
れ
の
場
合
も
キ
ロ

数
に
応
じ
て
算
出
さ
れ
る

が
、
当
時
の
フ
ラ
ン
ス
の

海
運
会
社
の
料
金
体
系
は

ま
っ
た
く
異
な
っ
て
い
た

こ
と
、
海
運
会
社
が
寡
占

状
態
で
あ
っ
た
こ
と
、
島

に
ほ
と
ん
ど
平
地
（
農
耕

地
）
が
な
い
た
め
、
小
麦

な
ど
ほ
と
ん
ど
の
食
料
品

を
は
じ
め
衣
料
品
、
建
材
、

化
学
製
品
、
機
械
な
ど
多

く
の
物
資
を
島
外
か
ら
の

移
入
に
頼
っ
て
い
た
こ
と

な
ど
か
ら
、
フ
ラ
ン
ス
本

土
に
比
し
て
物
価
が
相
当

に
高
く
（
註
5
）、
住
民
の

不
満
や
経
済
発
展
の
阻
害

要
因
と
な
っ
て
い
た
。

一
九
七
六
年
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
は
、
当
時

コ
ル
シ
カ
島
航
路
を
独
占
し
て
い
た
地
中
海

総
合
海
運
会
社
（
Ｃ
Ｇ
Ｔ
Ｍ
：
以
下
、
地
社
）
の

部
分
的
な
国
有
化
に
着
手
す
る
。
フ
ラ
ン
ス

国
鉄（
Ｓ
Ｎ
Ｃ
Ｆ
：
以
下
、
国
鉄
）を
通
じ
地
社

の
株
式
の
二
五
パ
ー
セ
ン
ト
を
買
収
、
地
社

の
コ
ル
シ
カ
航
路
の
運
営
主
体
と
し
て
コ
ル

シ
カ
地
中
海
国
有
海
運（
Ｓ
Ｎ
Ｃ
Ｍ
：
以
下
、
Ｓ

社
）を
新
設
し
、
貨
物
航
送
料
金
を
国
鉄
の
キ

ロ
数
換
算
に
変
更
し
た（
註
6
）。

　

同
時
に
「
国
土
連
続
制
交
付
金
（dotation�

de�continuité�territoriale

）」
と
し
て

三
二
〇
〇
万
フ
ラ
ン
（
当
時
の
レ
ー
ト
で
約

二
二
億
円
）
を
予
算
計
上
し
、
地
社
に
交
付

す
る
。
国
鉄
料
金
体
系
の
導
入
に
よ
り
、
と

り
わ
け
荷
物
輸
送
ト
ラ
ッ
ク
の
航
送
料
金
が

前
年
の
同
じ
旅
程
と
比
較
し
て
半
額
以
下

（
註
7
）
に
な
っ
た
。
さ
ら
に
政
府
は
Ｓ
社
と

「
国
土
連
続
制
」の
二
五
年
間
の
協
定
を
結
び
、

フ
ラ
ン
ス
国
鉄
料
金
体
系
と
、
こ
れ
に
よ
る

赤
字
補
填
を
相
殺
す
る
た
め
の
国
土
連
続
制

交
付
金
を
維
持
す
る
。
一
九
七
七
年
か
ら

八
二
年
に
か
け
て
、
Ｓ
社
は
毎
年
五
・
三
～
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五
・
九
億
フ
ラ
ン
（
同
三
〇
〇
～
三
八
〇
億
円
）

の
国
土
連
続
制
交
付
金
を
受
け
取
っ
た

（PA
GE

S
［
一
九
九
七
：
六
八
］）。

こ
の
交
付
金
に
は
船
体
の
近
代
化
、
高
速

化
、
大
型
化
、
運
航
便
数
の
拡
大
を
図
り
、

そ
れ
に
よ
り
フ
ラ
ン
ス
本
土
と
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
の
円
滑
化
、
コ
ル
シ
カ
島
の
分

離
主
義
的
傾
向
を
鎮
静
化
さ
せ
る
狙
い
も

あ
っ
た
。
こ
の
料
金
体
系
と
国
土
連
続
制
交

付
金
は
、
一
九
七
九
年
よ
り
地
中
海
沿
岸
都

市
（
マ
ル
セ
イ
ユ
、ニ
ー
ス
）
と
コ
ル
シ
カ
島
（
バ

ス
テ
ィ
ア
、
ア
ジ
ャ
ク
シ
オ
、
カ
ル
ヴ
ィ
、
フ
ィ
ガ

リ
）
間
の
航
空
路
（
国
営
の
エ
ー
ル
フ
ラ
ン
ス
お

よ
び
エ
ー
ル
ア
ン
テ
ー
ル
）
に
も
適
用
さ
れ
た
。

コ
ル
ス
州
運
輸
局
の
設
置
と

国
土
連
続
制
交
付
金
の
法
制
化

一
九
八
一
年
に
発
足
し
た
社
会
党
政
権

（
ミ
ッ
テ
ラ
ン
大
統
領
と
モ
ロ
ワ
首
相
）
は
、
フ

ラ
ン
ス
の
大
規
模
な
地
方
分
権
改
革
を
実
施

す
る
。
そ
の
目
玉
は
、
複
数
の
県
を
統
括
す

る
州
（
レ
ジ
オ
ン
）
と
い
う
広
域
地
方
行
政

を
創
設
し
、
そ
こ
に
国
や
県
か
ら
の
業
務
や

財
源
を
移
譲
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
そ
れ
ら

は
、
翌
八
二
年
三
月
二
日
の
「
市
町
村
、
県

及
び
州
の
権
利
と
自
由
に
関
す
る
法
律
（
ド

フ
ェ
ー
ル
法
）」
に
よ
り
実
施
さ
れ
、
コ
ル
シ

カ
島
は
二
県
を
統
括
す
る
「
コ
ル
ス
州
」
が

新
設
さ
れ
た
。
さ
ら
に
同
年
七
月
三
一
日
の

「
コ
ル
ス
州
の
特
別
地
位
に
関
す
る
法
」
に

よ
り
、
島
し
ょ
と
い
う
地
理
的
特
殊
性
に
鑑

み
た
〝
特
別
地
位
〟
を
有
す
る
州
（
コ
ル
ス

特
別
州
）
と
規
定
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、

そ
れ
ま
で
は
政
治
判
断
で
あ
っ
た
国
土
連
続

制
が
法
制
化
さ
れ
る
。

同
法
第
一
九
条
で
は
、「
国
土
連
続
制
の

原
則
か
ら
、
国
と
コ
ル
ス
州
間
の
協
定
に
よ

り
、
島
と
本
土
を
連
絡
す
る
航
路
な
ら
び
に

航
空
路
に
お
け
る
料
金
と
運
航
便
数
を
定
め

る
」
と
あ
り
、
さ
ら
に
第
二
〇
条
で
「
協
定

は
、
コ
ル
ス
州
運
輸
局
に
国
が
投
入
す
る
国

土
連
続
制
交
付
金
の
総
額
を
定
め
る
。
総
額

は
毎
年
の
予
算
法
に
よ
り
決
定
さ
れ
る
が
、

国
鉄
運
賃
の
上
昇
な
ら
び
に
国
の
国
鉄
に
対

す
る
事
業
交
付
金
の
上
昇
を
勘
案
す
る
」
と

規
定
さ
れ
た
。

た
だ
、権
限
の
多
く
は
国
が
設
置
し
た「
コ

ル
ス
州
運
輸
局
（
Ｏ
Ｒ
Ｔ
Ｃ
：
以
下
、
州
運
輸

局
）」
が
握
る
こ
と
と
な
っ
た
。
コ
ル
ス
州

と
い
う
名
称
で
は
あ
る
が
、
こ
れ
は
フ
ラ
ン

ス
運
輸
当
局
の
管
轄
で
あ
る
。
上
述
の
第

一
九
条
に
よ
り
、
州
運
輸
局
は
、
国
か
ら
国

土
連
続
制
交
付
金
を
一
旦
受
理
し
、
協
定
を

結
ん
だ
運
輸
機
関
に
分
配
す
る
役
割
が
与
え

ら
れ
た
。
具
体
的
料
金
、
便
数
、
サ
ー
ビ
ス

形
態
な
ど
は
、
各
運
輸
機
関
と
の
個
別
協
議

で
定
め
る
が
、
対
象
と
な
る
運
輸
機
関
は
、

フ
ラ
ン
ス
に
本
拠
を
置
く
船
舶
、
航
空
会
社

に
限
ら
れ
た
。
コ
ル
ス
州
議
会
の
権
限
は
、

国
と
の
協
議
に
よ
り
複
数
年
の
運
輸
計
画
を

策
定
す
る
こ
と
、
各
運
輸
機
関
と
の
間
に
交

わ
さ
れ
た
州
運
輸
局
の
協
定
内
容
を
承
認
す

る
こ
と
で
あ
っ
た
。
一
九
八
六
年
、
同
議
会

は
、
国
と
の
最
初
の
協
議
内
容
を
承
認
し
、

州
運
輸
局
は
Ｓ
社
、
貨
物
船
舶
会
社
（
Ｃ
Ｍ

Ｎ
：
以
下
、Ｃ
社
）、
エ
ー
ル
フ
ラ
ン
ス
な
ど
と

の
間
で
、
一
九
九
一
年
ま
で
の
六
カ
年
協
定

が
締
結
さ
れ
た
。
船
籍
が
フ
ラ
ン
ス
で
は
な

く
、
イ
タ
リ
ア
の
ジ
ェ
ノ
ヴ
ァ
や
ピ
サ
と
の

【特別報告】



75  しま 246  2016.6

　

一
九
九
一
年
五
月
、
コ
ル
ス
州
の
権
限
を

さ
ら
に
強
化
す
る
「
コ
ル
シ
カ
の
地
方
公
共

団
体
に
関
す
る
法
律
（
ジ
ョ
ッ
ク
ス
法
）」
が

制
定
さ
れ
、
同
州
は
本
土
の
州
と
は
異
な
る

「
コ
ル
ス
地
方
公
共
団
体
（
Ｃ
Ｔ
Ｃ
：
以
下
、

コ
ル
ス
）」
に
昇

格
す
る
。
コ
ル

ス
の
特
徴
は
、

審
議
機
関
で
あ

る
「
コ
ル
ス
議

会
」
と
、
議
会

多
数
派
政
治
勢

力
で
構
成
さ
れ

る
「
コ
ル
ス
執

行
評
議
会
」
の

審
議
・
執
行
機

関
を
明
瞭
に
分

化
し
、
後
者
を

移
譲
さ
れ
る
多

大
な
権
限
の

「
受
け
皿
」
と

さ
せ
た
と
こ
ろ

に
あ
っ
た
。
評

間
の
航
路
を
有
す
る
コ
ル
シ
カ
・
フ
ェ
リ
ー

社
（
註
8
）
は
こ
の
協
定
を
交
わ
さ
な
か
っ
た
。

ジ
ョ
ッ
ク
ス
法
制
定
と
コ
ル
ス
地
方
公
共
団
体

お
よ
び
コ
ル
ス
運
輸
局
の
発
足

議
会
構
成
員
は
議
会
の
第
一
党
か
ら
選
出
さ

れ
、
コ
ル
シ
カ
島
全
体
の
首
長
た
る
執
行
評

議
長
と
、
農
業
・
農
村
、
経
済
開
発
、
環
境
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
、
水
利
、
観
光
、
運
輸
の
分
野

で
の
最
高
責
任
者
と
い
う
位
置
づ
け
に
あ
る

六
名
の
執
行
評
議
員
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
。

　

運
輸
に
関
し
て
は
、
そ
れ
ま
で
国
の
機
関

で
あ
っ
た
州
運
輸
局
は
、
コ
ル
ス
の
機
関
に

移
譲
さ
れ
コ
ル
ス
運
輸
局
（
Ｏ
Ｔ
Ｃ
：
以
下
、

運
輸
局
）
と
な
り
、
そ
の
代
表
者
が
執
行
評

議
員
の
一
人
を
構
成
す
る
形
と
な
っ
た
。

　

国
土
連
続
制
交
付
金
は
維
持
さ
れ
つ
つ
も
、

そ
の
管
理
配
分
権
は
完
全
に
コ
ル
ス
に
移
譲

さ
れ
た
。
国
と
コ
ル
ス
と
の
協
定
（
数
カ
年
）

は
継
続
す
る
も
、
形
式
的
な
も
の
に
す
ぎ
な

く
な
る
。
運
航
計
画
・
料
金
決
定
は
全
面
的

に
コ
ル
ス
の
権
限
と
な
り
、
国
は
事
後
承
認

す
る
形
と
な
っ
た
。

　

各
運
輸
機
関
は
、
運
輸
局
と
個
別
に
「
公

共
サ
ー
ビ
ス
委
託
」
協
定
を
交
わ
す
。
そ
の

際
、運
輸
局
の
提
示
す
る
「
仕
様
書
（cahiers�

de�charges

）」
に
明
示
さ
れ
る
運
航
計
画
・

料
金
表
を
受
諾
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の
運

図 1　ジョックス法制定後のコルス議会機構図

審議機関
コルス議会（AC）
議長1名

議員51名（議長含む）

経済社会
文化諮問委員会
（有識者で構成）

執行機関
コルス執行評議会
（CEC）
評議長1名
評議員最大 6名

コルス地方公共団体（CTC）
 ・コルス運輸局（OTC）
 ・コルス経済開発局
 ・コルス環境局
 ・コルス観光局
 ・コルス農業・農村開発局
 ・コルス水利施設局

不信任決議

行政・予算状況
の報告

諮問案を提示 監督・責任

※灰色部分はコルシカのみが有する組織。
出典：長谷川秀樹『コルシカの形成と変容』（2002年）をもとに作成。
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航
計
画
や
料
金
表
は
、
コ
ル
ス
議
会
で
の
承

認
（
議
決
）
に
よ
り
成
立
す
る
も
の
で
あ
る
が
、

素
案
自
体
は
運
輸
局
で
作
成
さ
れ
る
。

「
仕
様
書
」
に
お
け
る
料
金
設
定

「
仕
様
書
」
は
、
例
え
ば
、
二
〇
〇
七
年
か

ら
一
三
年
ま
で
の
七
カ
年
協
定
の
場
合
（
註

9
）、
コ
ル
シ
カ
島
の
各
港
と
フ
ラ
ン
ス
本

土
の
三
港（
マ
ル
セ
イ
ユ
、ニ
ー
ス
、ト
ゥ
ー
ロ
ン
）

の
各
連
絡
便
に
つ
い
て
、
①
週
当
た
り
の
最

低
運
航
便
数
、
②
島
内
各
港
の
出
港
お
よ
び

到
着
時
刻
、
③
一
便
あ
た
り
の
最
小
の
収
容

人
員
（
船
室
等
級
別
）・
搭
載
車
両
数
、
④
（
旅

客
の
み
）
繁
忙
期
に
お
け
る
追
加
便
数
な
ら

び
に
収
容
人
員
、⑤
料
金
設
定
、⑥
品
質
（
旅

客
乗
下
船
時
の
安
全
基
準
、
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
・
エ

レ
ベ
ー
タ
ー
の
設
置
、
ト
イ
レ
の
配
置
や
衛
生
基
準

な
ど
）
に
つ
い
て
細
か
く
条
件
化
さ
れ
て
い

る
。
マ
ル
セ
イ
ユ
～
ア
ジ
ャ
ク
シ
オ
間
の

ケ
ー
ス
で
は
、
①
は
、
旅
客
船
週
七
便
、
貨

物
船
週
六
便
以
上
の
往
復
運
航
が
義
務
付
け

ら
れ
て
い
る
。

　

料
金
設
定
に
つ
い
て
は
、
旅
客
料
金
の
場

【特別報告】

表1　コルス運輸局の仕様書にもとづく料金設定（2007〜2013年）

旅客輸送 通　常　期 夏期（6～8月）
（11週を最長とする） 冬期（10～3月）

一人当たりの運賃

50ユーロが上限
・コルシカ住民は40％割引
・若者（25歳以下）・高齢者（60歳以上）・

障碍者・家族同伴旅行者などは25％
割引（※社会的補助金として交付）

・4歳未満は無料
・4 ～ 12歳の小人は半額

通常期の15％まで
加算を行うこと

通常期から10％
以上割引くこと

船室料金
４人用船室1人当たり料金70ユーロが
上限
・コルシカ住民は30％割引

通常期の25％まで
加算を行うこと※ 同上

車両航送料金

車長4～4.5m：70ユーロが上限
・50cm超過ごとに8ユーロの追加料金
・4m未満の場合は50cm減ごとに8ユ

ーロの割引
・車高 2mを越える場合は65％の追加

料金
・コルシカナンバーの車両は40％割引

通常期の40％まで
加算を行うこと※ 同上

※繁忙期（最長15日間）は、船室料金40％、車両航送料金80%まで加算可能（コルシカ住民・コルシカナンバーの
車両は除く）。

貨物輸送 設定料金

輸送車（車長6m以上） 積載物1リニアメータ（※）当たり81ユ
ーロが上限（運転手料金含む）

商用車（車長6m未満）
車長4m未満：118ユーロが上限
車長4～4.5m未満：127ユーロが上限
車長4.5～6m未満：139ユーロが上限

※リニアメータ：板、パイプ、フェンス、
貨物自動車積載荷物など細長い物の
延べ長さ。

註：積載部分の幅・高さが4.5mを超え
る場合、重量が規定以上の場合、危
険物を輸送している場合、冷蔵・冷
凍車の場合は、追加料金が課される。
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コルシカ・フェリー社。船体は黄色（2016年3月、バスティア港にて）。

国土連続制交付金はコルシカとフランス国内を結ぶ航空路にも適用される。
（2016年3月、アジャクシオ空港にて）。

合
、
通
常
期
に
お
け
る
①
一
人
当
た
り
の
運

賃
、
②
船
室
料
金
、
③
車
両
航
送
料
金
、
④

冬
期
・
夏
期
の
料
金
が
あ
る
。
一
方
、
貨
物

輸
送
の
場
合
、車
長
六
メ
ー
ト
ル
以
上
の「
輸

送
車
」
と
、
そ
れ
未
満
の
「
商
用
車
」
に
分

け
、
そ
れ
ぞ
れ
に
料
金
が
設
定
さ
れ
て
い
る

（
表
1
）。

「
仕
様
書
」
に
よ
り
、
以
下
の
二
点
が
言
え

る
。
一
つ
は
、
か
つ
て
「
国
土
連
続
制
」
と

し
て
導
入
さ
れ
て
い
た
フ
ラ
ン
ス
国
鉄
の
距

離
算
出
に
よ
る
料
金
体
系
が
、「
公
共
サ
ー
ビ

ス
」
と
い
う
理
念
を
も
と
に
し
た
州
運
輸
局

あ
る
い
は
運
輸
局
と
の
協
定
で
撤
廃
さ
れ
、

こ
れ
ら
の
機
関
が
提
示
す
る
固
定
料
金
に
移

行
し
た
と
い
う
点
で
あ
る
。
も
う
一
つ
は
、
料

金
の
決
定
は
市
場
に
よ
る
も
の
で
も
、
海
運

会
社
が
決
め
る
も
の
で
も
な
く
、
ほ
ぼ
一
方

的
に
国
あ
る
い
は
コ
ル
ス
の
側
が
決
め
る
と

い
う
点
で
あ
る
。
こ
の
方
式
は
、
二
〇
〇
六

年
に
Ｓ
社
が
完
全
民
営
化
さ
れ
て
か
ら
も
維

持
さ
れ
て
い
る
。

Ｅ
Ｕ
の「
カ
ボ
タ
ー
ジ
ュ
」に
よ
る

新
た
な
段
階

　

こ
れ
ま
で
は
、
安
価
な
料
金
を
乗
客
や
貨

物
輸
送
に
提
供
す
る
一
方
で
、
運
輸
会
社
の

財
政
負
担
を
国
庫
支
出
に
よ
り
軽
減
し
、
国

や
コ
ル
ス
は「
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
義
務
」（
註
10
）

を
理
由
に
こ
の
措
置
を
正
当
化
し
て
い
た
。

し
か
し
こ
れ
は
、
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
「
カ
ボ
タ
ー

ジ
ュ（
近
距
離
沿
岸
航
路
の
自
由
）」（
註
11
）
が

一
九
九
三
年
に
制
定
さ
れ
た
こ
と
で
大
き
く

変
わ
る
。
カ
ボ
タ
ー
ジ
ュ
と
は
、
Ｅ
Ｕ
加
盟

国
の
欧
州
大
陸
な
ら
び
に
そ
の
周
囲
の
島

し
ょ
間
の
短
距
離
航
路
に
つ
い
て
は
、
Ｅ
Ｕ
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加
盟
国
に
本
拠
を
置
く
海
運
会
社
は
、
そ
の

沿
岸
国
で
な
く
て
も
自
由
に
航
路
な
ら
び
に

料
金
を
設
定
で
き
る
権
利
の
付
与
で
あ
る
。

つ
ま
り
、
フ
ラ
ン
ス
以
外
の
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
に

本
拠
を
置
く
会
社
も
、
例
え
ば
ニ
ー
ス
や
マ

ル
セ
イ
ユ
か
ら
コ
ル
シ
カ
島
間
の
航
路
を
開

設
で
き
る
よ
う
に
な
る
も
の
だ
。

　

こ
れ
ま
で
コ
ル
シ
カ
島
か
ら
ニ
ー
ス
、
マ

ル
セ
イ
ユ
、
ト
ゥ
ー
ロ
ン
間
は
、
Ｓ
社
と
Ｃ

社
が
国
と
コ
ル
ス
と
の
国
土
連
続
制
に
よ
り

航
路
を
寡
占
し
て
お
り
、
イ
タ
リ
ア
に
本
拠

の
あ
る
コ
ル
シ
カ
・
フ
ェ
リ
ー
社
（
以
下
、

コ
社
）、
ナ
ヴ
ァ
ル
マ
社
、
サ
レ
マ
ー
ル
社
は
、

ジ
ェ
ノ
ヴ
ァ
や
サ
ル
デ
ー
ニ
ャ
島
間
な
ど
の

イ
タ
リ
ア
と
の
航
路
に
限
ら
れ
て
い
た
。
ま

た
国
土
連
続
制
も
適
用
外
で
あ
っ
た
（
註
12
）。

し
か
し
、
カ
ボ
タ
ー
ジ
ュ
に
よ
り
、
コ
社
は

フ
ラ
ン
ス
本
土
～
コ
ル
シ
カ
間
航
路
の
開
設

に
着
手
す
る
。

　

た
だ
し
、
こ
の
カ
ボ
タ
ー
ジ
ュ
に
は
、
欧

州
島
し
ょ
地
域
と
の
航
路
に
例
外
規
定
が
設

け
ら
れ
た
。
欧
州
大
陸
・
グ
レ
ー
ト
ブ
リ
テ

ン
島
・
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
島
以
外
を
連
絡
す
る

航
路
の
場
合
は
、
出
発
港
あ
る
い
は
到
着
港

の
あ
る
国
と
運
航
会
社
と
の
間
で
（
最
低
運

航
便
数
の
確
約
な
ど
）
公
共
サ
ー
ビ
ス
委
託
を

取
り
交
わ
す
権
利
を
留
保
さ
れ
た
の
で
あ
る

（
註
13
）。
つ
ま
り
、
国
土
連
続
制
は
、
Ｅ
Ｕ

の
諸
原
則
「
移
動
の
自
由
」
や
「
非
関
税
単
一

市
場
」
に
は
反
し
な
い
、
と
さ
れ
、
従
来
通

り
継
続
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
た
の
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
と
コ
ル
ス
は
、

コ
社
の
フ
ラ
ン
ス
国
内
航
路
参
入
を
認
め
な

け
れ
ば
な
ら
な
く
な
り
、
こ
こ
に
コ
社
と
Ｓ

社
と
の
「
競
争
」
が
始
ま
る
こ
と
と
な
っ
た
。

一
九
九
六
年
、
コ
社
は
、
採
算
の
合
わ
な
い

長
距
離
航
路
で
あ
る
マ
ル
セ
イ
ユ
間
の
航
路

開
設
を
除
外
し
、
比
較
的
距
離
の
短
い
ニ
ー

ス
航
路
を
開
設
、
高
速
フ
ェ
リ
ー
を
導
入
し

た
。
国
土
連
続
制
交
付
金
を
受
け
と
ら
な
い

代
わ
り
に
、
自
由
（
破
格
）
な
料
金
設
定
に

よ
り
、
次
第
に
Ｓ
社
か
ら
顧
客
を
奪
っ
て
い

く
。

物
価
・
運
賃
抑
制
か
ら

海
運
業
者
自
体
の
救
済
措
置
へ
の
変
容

　

コ
社
の
ニ
ー
ス
航
路
参
入
に
よ
り
、
Ｓ
社

お
よ
び
Ｃ
社
は
、
マ
ル
セ
イ
ユ
に
集
約
せ
ざ

る
を
得
な
く
な
る
。
翌
九
七
年
の
国
土
連
続

制
交
付
金
は
九
億�

三
七
〇
〇
万
フ
ラ
ン
（
約

一
八
〇
億
円
。
数
値
は
国
会
報
告
書
）
だ
が
、
そ

コルシカ地中海海運（旧S社）の新しいフェリー。船体にはコルシーガ・リネアと
記載される。（2016年5月、アジャクシオ港にて）。

【特別報告】
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用
客
や
貨
物
輸
送
に
で
は
な
く
、
こ
の
路
線

を
独
占
し
な
が
ら
も
、
Ｅ
Ｕ
統
合
に
と
も
な

う
競
争
で
危
機
的
経
営
状
況
に
あ
る
Ｓ
社
を

筆
頭
と
す
る
フ
ラ
ン
ス
の
海
運
業
者
に
向
け

ら
れ
た
も
の
、と
考
察
せ
ざ
る
を
得
な
い
（
註

15
）。

Ｓ
Ｎ
Ｃ
Ｍ
の
破
綻
と

国
土
連
続
制
交
付
金
に
対
す
る
批
判
的
見
解

　

二
〇
一
〇
年
代
に
な
る
と
、
国
土
連
続
制

な
ら
び
に
交
付
金
に
関
す
る
フ
ラ
ン

ス
政
府
や
国
会
の
批
判
的
見
解
が
見

ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。
二
〇
一
〇
年

五
月
、
シ
ャ
ル
ル
・
ル
ヴ
ェ
報
告
書

が
国
会
に
提
出
さ
れ
た
が
、
交
付
金

が
競
争
原
理
に
も
公
共
サ
ー
ビ
ス
の

義
務
に
も
叶
っ
て
な
い
中
途
半
端
な

制
度
だ
と
結
論
す
る
（
註
16
）。
さ
ら

に
翌
一
一
年
二
月
、
フ
ラ
ン
ス
会
計

検
査
院
は
、「
二
〇
〇
〇
年
以
降
の

国
土
連
続
制
交
付
金
額
の
増
大
を
正

当
化
し
う
る
根
拠
が
、
コ
ル
ス
を
は

じ
め
運
輸
局
や
Ｓ
社
か
ら
も
説
明
さ

の
多
く
が
マ
ル
セ
イ
ユ
、
ト
ゥ
ー
ロ
ン
と
の

航
路
に
割
り
当
て
ら
れ
た
。

　

二
〇
〇
六
年
、
経
営
状
況
の
悪
化
が
と
ど

ま
ら
な
い
Ｓ
社
は
完
全
民
営
化
さ
れ
た
。
一

方
、
国
土
連
続
制
は
従
来
通
り
維
持
さ
れ
、

こ
の
年
の
総
額
は
一
億
七
七
六
〇
万
ユ
ー
ロ

（
う
ち
海
運
一
億
一
六
九
〇
万
ユ
ー
ロ
）
と
な
る
。

す
な
わ
ち
Ｓ
社
と
Ｃ
社
の
海
運
二
社
が
全
体

の
三
分
の
二
の
交
付
金
を
受
け
取
り
、
残
る

三
分
の
一
を
エ
ー
ル
フ
ラ
ン
ス
な
ど
フ
ラ
ン

ス
の
航
空
会
社
が
受
け
取
っ
て
い
る
形
で
あ

る
。
こ
の
年
の
フ
ラ
ン
ス
本
土
と
コ
ル
シ
カ

島
間
の
船
舶
・
航
空
利
用
者
数
比
で
見
る
と
、

船
舶
三
九
〇
万
人
、
航
空
二
四
〇
万
人
で
あ

り
、
ほ
ぼ
交
付
金
配
分
比
に
相
当
し
て
い
る

が
（
註
14
）、
航
路
の
み
を
み
る
と
、
マ
ル
セ

イ
ユ
便
に
き
わ
め
て
偏
重
し
た
配
分
と
な
っ

て
い
る
（
図
２
）。

　

す
な
わ
ち
、
こ
の
偏
重
し
た
交
付
金
配
分

か
ら
鑑
み
る
と
、
国
土
連
続
制
の
恩
恵
は
利出典：CONTE［2014:8］を参照し筆者作成。

註：イタリア航路には国土連続制交付金は付与されない。
ニース・トゥーロンの乗客数には、コルシカ・フェリー
社便も含まれる。

マルセイユ
10,040万ユーロ

85.9％

マルセイユ
88.5万人
22.2％

ニース・トゥーロン
1,650万ユーロ
14.1％

ニース・トゥーロン
170万人
42.7％

イタリア
140万人
35.1％

航路別交付金配分率

航路別乗客数の比率

図2
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れ
て
い
な
い
こ
と
」「
Ｓ
社
の
交
付
金
の
使
途

が
不
明
瞭
で
あ
り
、
か
つ
コ
ル
ス
、
運
輸
局

が
そ
の
使
途
や
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
義
務
に
対

す
る
監
督
義
務
を
果
た
し
て
い
な
い
こ
と
」

「
経
営
破
綻
寸
前
と
さ
れ
る
Ｓ
社
が
、
自
ら

の
財
政
危
機
と
な
っ
た
要
因
を
正
確
に
把
握

で
き
ず
、
か
つ
コ
ル
ス
、
運
輸
局
が
積
極
的

な
改
善
措
置
を
と
っ
て
こ
な
か
っ
た
こ
と
」

な
ど
を
指
摘
し
た
（
註
17
）。

　

こ
れ
に
も
関
わ
ら
ず
、
二
〇
一
二
年
、
コ

ル
ス
議
会
は
長
期
間
（
二
〇
一
四
～
二
三
年
）

の
「
公
共
サ
ー
ビ
ス
委
託
」
を
可
決
し
、
新

た
に
協
定
を
結
ん
だ
Ｓ
社
に
対
し
、
こ
の
期

間
に
八
億
ユ
ー
ロ（
約
一
〇
〇
〇
億
円
）を
交
付

し
た
。
し
か
し
、
翌
一
三
年
、
欧
州
委
員
会
は
、

同
社
の
交
付
金
は
不
正
と
判
断
し
、
フ
ラ
ン

ス
政
府
に
対
し
二
億
二
〇
〇
〇
万
ユ
ー
ロ
の

返
還
を
命
じ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
Ｓ
社
は
事

実
上
、
経
営
破
綻
と
な
り
、
そ
の
経
営
権
を

今
年
一
月
、
地
元
コ
ル
シ
カ
の
民
間
運
送
大

手
ロ
ッ
カ
社
に
譲
り
、
コ
ル
シ
カ
地
中
海
海

運
（
Ｍ
Ｃ
Ｍ
）
社
と
な
っ
た
（
註
18
）。

国
土
連
続
制
の
効
果
と
今
後
の
展
開

　

以
上
の
経
過
・
沿
革
を
踏
ま
え
る
と
、
国

土
連
続
制
政
策
の
目
的
あ
る
い
は
理
念
は
、

時
代
に
よ
り
大
き
く
変
化
を
被
っ
た
。
も
と

も
と
は
コ
ル
シ
カ
島
の
物
価
高
抑
制
策
で

あ
っ
た
が
、
地
方
分
権
政
策
に
よ
り
コ
ル
ス

議
会
や
運
輸
局
が
海
運
・
航
空
会
社
に
便
数

や
料
金
を
提
示
す
る
よ
う
に
な
っ
て
以
降
、

国
土
連
続
制
は
次
第
に
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
義

務
の
代
償
と
な
っ
た
。
一
九
九
三
年
の
カ
ボ

タ
ー
ジ
ュ
後
は
、
も
っ
ぱ
ら
Ｓ
社
の
維
持
・

救
済
と
な
っ
た
と
言
え
る
。

　

し
た
が
っ
て
、
目
的
で
あ
る
物
価
高
抑
制

の
直
接
的
な
効
果
は
認
め
に
く
い
。
連
続
制

施
行
以
降
の
国
会
や
会
計
検
査
院
、
そ
し
て

研
究
者
の
論
文
な
ど
を
見
て
も
そ
れ
を
裏
付

け
る
記
述
が
な
く
、
ま
た
導
入
時
の
七
十
年

代
後
半
、
フ
ラ
ン
ス
の
イ
ン
フ
レ
は
高
率
で

あ
っ
た
（
年
八
パ
ー
セ
ン
ト
）。
コ
ル
シ
カ
島

の
住
民
に
こ
の
効
果
を
聞
い
て
み
て
も
否
定

的
な
回
答
が
多
い
。「
フ
ラ
ン
ス
に
比
し
て

相
対
的
に
物
価
が
安
く
、
か
つ
航
路
距
離
も

短
い
イ
タ
リ
ア
か
ら
（
イ
タ
リ
ア
産
品
の
）
輸

送
を
増
大
さ
せ
た
方
が
島
内
物
価
高
是
正
に

効
果
が
あ
る
の
に
、
国
土
連
続
制
は
そ
れ
に

制
約
を
か
け
て
い
る
怪
し
か
ら
ん
制
度
だ
」

（
註
19
）
と
い
う
意
見
も
見
ら
れ
た
。

　

一
方
、
コ
ル
シ
カ
島
で
は
消
費
税
率
の
低

減
が
一
九
九
四
年
か
ら
実
施
さ
れ
て
い
る
が

（
コ
ル
シ
カ
～
フ
ラ
ン
ス
本
土
の
航
空
、
船
舶
料
金

は
非
課
税
で
あ
る
）、
こ
れ
が
物
価
抑
制
を
目

的
に
し
た
も
の
な
ら
ば
、
な
お
さ
ら
国
土
連

続
制
に
よ
る
こ
の
効
果
は
疑
わ
し
い
も
の
と

言
え
る
だ
ろ
う
。

　

交
付
金
を
め
ぐ
り
Ｓ
社
お
よ
び
運
輸
局
は
、

国
会
や
会
計
検
査
院
、
欧
州
委
員
会
か
ら
批

判
を
受
け
る
が
、
国
土
連
続
制
自
体
は
、

二
〇
〇
二
年
以
降
、
領
土
政
策
な
ど
の
観
点

か
ら
フ
ラ
ン
ス
領
海
外
島
し
ょ（
イ
ン
ド
洋
レ

ユ
ニ
オ
ン
島
や
カ
リ
ブ
海
マ
ル
チ
ニ
ッ
ク
島
な
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）

の
航
空
路
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も
導
入
さ
れ
て
い
る
（
交
付
金

額
は
、
コ
ル
シ
カ
の
十
分
の
一
程
度
）
こ
と
か
ら
、

今
後
も
維
持
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
。
二
〇
一
五

年
一
二
月
の
地
方
選
に
よ
り
、
初
め
て
執
行

評
議
会
を
掌
握
し
た
民
族
主
義
会
派
も
、
制

度
の
見
直
し
が
必
要
と
し
な
が
ら
も
、
国
土
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表2　コルシカ島における「国土連続制」の変遷

年 内　　　容 役割の変遷

1976年

コルシカ島航路を独占していた地中海総合海運会社の一部を国有
化。コルシカ地中海国有海運（SNCM：以下、Ｓ社）を新設。

■フランス本土と比較
して割高な物価の抑制

（物価抑制支援の拡充）

（EU圏内における自由
競争による航路事業者
間の競争の激化）

■物価抑制から、フラ
ンス資本航路事業者の
欠損補填の意味合いを
強める

（新政権も国土連続制
継続を支持）

島内物価抑制などを目的に「国土連続制」（フランス国鉄の旅程表
を基準に航路旅客・貨物輸送料金を低減）を導入。

1979年 航空運賃にも「国土連続制」を適用。当初はマルセイユ、ニース
から島内各空港に連絡するエールフランス国営航空路線が対象。

1982年 「ドフェール法」「コルス州の特別地位に関する法」により、国土
連続制を法制化。

1986年

コルシカ州運輸局（ORTC：以下、州運輸局）との間でS社、貨
物船舶会社（CMN：以下、C社）、エールフランスなどが1991年
までの6カ年協定を締結。イタリア資本のコルシカ・フェリー社（以
下、コ社）は協定を交わさず。

1991年
「ジョックス法」によりコルス州はコルス地方公共団体（CTC：
以下、コルス）に。州運輸局はコルス運輸局（OTC）となる。交
付金の管理配分権はコルスに移譲。

1993年
EUによるカボタージュ（EU加盟国に本拠を置く海運会社は、そ
の沿岸国でなくても自由に航路と料金を設定できる権利の付与）
制定。

1996年

コ社がニース－バスティア間に航路開設。S社独占だったフラン
ス本土－コルシカ島航路に海外資本が初参入。国土連続制交付金
を受け取らないコ社は自由な料金設定でS社から顧客を奪う。S
社およびC社は、マルセイユやトゥーロンとの航路に集約せざる
を得なくなる。

1997年
政府からコルスへの交付金額は9億3700万フラン（当時レートで
約180億円）。その多くがマルセイユ、トゥーロンとの航路に割り
当て。

2003年 交付金額は1億6520万ユーロ（当時レートで約215億円）。

2006年 コ社の参入により経営状況悪化のS社が完全民営化。

2010年 交付金額は1億8,700万ユーロ（当時レートで約190億円）。

2012年

コルスは以下を決議。
・委託会社との公共サーヴィス委託時期協定期間を12年間とする。
・上記期間におけるS社への交付額を8億ユーロとする。
・S社にはスト期間中でも島内4港とフランス本土との運航を義
務付ける。

2013年 欧州委員会がS社の交付金は不正と判断、2億2000万ユーロの返
還命令。これにより、S社は事実上経営破綻。

2015年 年末の地方議会選挙で民族主義勢力が第一党に。

2016年 S社の経営権を地元コルシカの民間運送大手ロッカ社に譲り、コ
ルシカ地中海海運（MCM）社に。

註：本誌編集部作成。
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註1�：フランス語のcontinuitéには持続性、連続性と
いう意味があるため、「国土連続性」とも表記可
能であるが、本稿では制度として位置付けること
から「国土連続制」と表記する。

註2�：コルシカ島（Corsica）という地名は、イタリア
語もしくは現地コルシカ語での表記である。一方、
地方公共団体名として用いられるコルス（Corse）
とはフランス語での表記である。当該島しょは、
日本では長らく「コルシカ島」として呼称されて
きたが、近年は地図帳などでの和文表記におい
ては、現地音主義からか「コルス島」と表記され
るケースも見られる。本稿では地理的島しょとし
ては「コルシカ」、フランスの地方行政・審議機
関としては「コルス」と表記する。

註3�：現在のコルシカ島は、南西部を領域とするコル
ス・デュ・スュッド県（県庁はアジャクシオ市）と、
北東部を領域とするオート・コルス県（同バス
ティア市）という二県制が取られている。フラン
スの置県は1789年の大革命以降であるが、コル
シカ島では1814年から1975年まではコルス県

（同アジャクシオ市）一県制であった。
註4�：ピエール・ゼンブリは、国土連続制の概念が初

めて出てくるのは、1975年8月21日のアレリア事
件（コルシカ民族主義運動活動家とフランス治安
当局との間で一週間繰り広げられた現代コルシ
カ民族主義運動最大の闘争）直後に、当時のジス
カールデスタン大統領がシラク首相に充てた書
簡、としているが（ZEMBRI［2014：11］）、同年4
月のフランス国会審議議事録には、既に国土連
続制の表現が散見されている（フランス共和国官
報：国会審議：国民議会本会議1975年4月4日）。

註5�：1960年の国会審議では、コルシカの物価はフ
ランス本土に比して30パーセント高いと指摘さ
れている（口頭質問第3925『フランス共和国官報：
国会審議：国民議会本会議議事録』1960年1月
16日、1ページ）。�

註6�：Tarifi�cation�au�mètre�linéaireと呼ばれる貨物
の重量、貨物本体の価値に関係なく、移送距離の
みにより料金が算定される方式。ただし、国鉄の
鉄道部分ではこのような方式は課されていない

（UPC［1991：100－101］）。
註7�：アジャクシオ商工会議所の資料（Chambre�de�

Commerce�et�d’industrie�d’Ajaccio�et�de� la�
Corse -du -Sud,� La� continuité� territoriale�
maritime�Corse/Continent :note�de�synthèse,�
2007、2ページ）。�

註8�：1968年にコルシカ人実業家により設立された

独立系民間船舶会社。設立時の本拠はバスティ
アであったが、のちにイタリアに移し、現在では
スイスに本拠を置くホールディングの傘下にあ
る。従業員・船員の国籍は、EU加盟国以外から
も含め、実に多様。

註9�：コルス議会審議資料第06-22号（2006年3月24
日）。以下に述べる料金体系の数値はすべてこの
審議資料による。

註1�0：連続性（continuité）、規則性（régularité）、至
便性（frequence）、品質（qualité）、料金（prix）、収
容能力（capacité）の6点を指す（PERALDI［2007：
137-138］,�Obligations�de�service�public（OSP）
de� transport�maritime�de�passagers�et�de�
marchandises�entre�Mareille,�Toulon,�Nice�et�
les�ports�de�Corse,�執行評議長報告書第2012/�
02/173）。

註11：欧州閣僚理事会規制第3577－92号
註1�2：イタリア～コルシカ島航路は、いずれもニー

ス、マルセイユ、トゥーロンのフランス国内航路
に比して距離が相当短い。また当時の物価もイ
タリアの方が低かったことを踏まえると、「国土
連続制」はイタリア～コルシカ島間の交流増大
を防ぐ意味もあった。

註13：同規則第3条2、3、および第6条2。
註1�4：2006年の数値はいずれもCONTE［2014：8］

による。
註1�5：2004年から13年にかけられて社会的交付金

の名目で、島の住民、学生、高齢者、障碍者、家族
旅行者などに割引料金制度が設けられた（この交
付金はコルシカ・フェリー社などイタリア籍業
者も享受できた）。ただし、それにもかかわらずコ
ルシカ・フェリーの料金の方が安かったことな
ども勘案すると、さらに国土連続制が本来の目的
から逸脱していることが明白となる。

註1�6：Charles�Revet（dir.）,�Rapport�parlementaire�
sur�la�desserte�maritime�de�la�Corse,�2010年5
月19日のボルロー運輸大臣宛の報告書。

註1�7：フランス会計検査院2011年次報告書（Cour�
des�comptes,�Rapport�public�annuel�2011、551
－582ページ）。

註1�8：フェリー船体にはコルシーガ・リネア（Corsica�
Linea）と記載される。

註1�9：2016年3月2日、筆者の質問に対するポッジ
ョ・ディ・ヴェナコ村元村長の回答。

註2�0：2016年3月4日、ジャン・フェリックス運輸局
長へのインタビュー（日本離島センター実施）に
よる。


